
 

 

別紙 

個人情報取扱特記事項 

 

 （基本的事項） 

第１ 乙は、栗原市市民活動支援センターの管理運営の業務（以下単に「管理業務」という。）

を行うに当たって取り扱う個人情報については、個人の権利利益を侵害することがないよう、

その取扱いを適正に行わなければならない。 

 （個人情報保護規程の制定等） 

第２ 乙は、管理業務に係る個人情報の適正な取扱いに資するため、個人情報の保護に関する法

律（平成１５年法律第５７号）及び栗原市個人情報保護条例（平成２４年栗原市条例第３号）

の趣旨に即して、収集、利用、提供及び適正管理のほか、開示、訂正、利用停止の申出等に関

して必要な事項を定めた規程を制定しなければならない。 

２ 乙は、前項の規定により規程を制定した場合は、甲に報告しなければならない。その規程を

変更した場合も同様とする。 

 （秘密の保持） 

第３ 乙は、管理業務に関して知り得た個人情報をみだりに他に知らせ、又は不当な目的に使用

してはならない。指定の期間が満了し、又は指定を取り消された後においても同様とする。 

 （漏えい、き損及び滅失の防止等） 

第４ 乙は、管理業務に関して知り得た個人情報の漏えい、き損及び滅失の防止その他の個人情

報の適切な取扱いのために必要な安全管理措置を講じなければならない。 

 （個人情報の消去等） 

第５ 乙は、管理業務の目的に照らし、保有の必要がなくなった個人情報については、速やかに、

かつ、確実に消去の措置を講じなければならない。ただし、甲が別に指示したときは当該方法

によるものとする。 

２ 乙は、指定の期間が満了し、又は指定を取り消され、乙以外の者に栗原市市民活動支援セン

ターの管理者が交代した場合にあっては、その保有する個人情報について、甲が指示する方法

により速やかに、かつ確実に引き継ぐものとする。 

 （従事者等への教育研修等） 

第６ 乙は、管理業務に従事している者に対して、在職中及び退職後においても、管理業務に関

して知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはならないことな

ど個人情報の保護に関して必要な教育研修の実施その他適切な監督を行わなければならない。 

 （委託等の禁止） 

第７ 乙は、管理業務に係る個人情報の取扱いを含む業務の全部又は一部を第三者に委託しては

ならない。ただし、甲の承諾がある場合については、この限りでない。 

２ 前項ただし書きの規定により、第三者に委託する場合にあっては、乙は、受託者に対し、当

該委託で取り扱う個人情報の安全管理が図られるよう、必要かつ適切な措置を講じなければな

らない。 

 （苦情の処理） 

第８ 乙は、管理業務に係る個人情報の取扱いに関して苦情があったときは、適切かつ迅速な処

理に努めなければならない。 

 （体制の整備） 

第９ 乙は、前各条に規定する個人情報の保護措置を適切に行うため、個人情報管理者を置き、



 

 

必要な管理及び措置を行わせるなど、必要な体制を整備しなければならない。 

 （実地調査） 

第１０ 甲は、乙が管理業務で取り扱う個人情報の利用、管理その他の取扱い状況等について、

必要に応じ、実地に調査することができる。 

 （指示及び報告） 

第１１ 甲は、乙が管理業務に関して取り扱う個人情報の適切な管理を確保するため、乙に対し

て必要な指示を行い、又は必要な事項の報告若しくは資料の提出を求めることができる。 

 （事故発生時における報告） 

第１２ 乙は、本特記事項に違反する事態が生じ、又は生じるおそれのあることを知ったときは、

速やかに甲に報告し、甲の指示に従うものとする。 


